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行政デジタル化と生成AI
令和7年9月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「行政デジタル化と生成AI」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は他テーマの発言
です。

○１０番（崎尾亮介） ［登壇］

次に、日田市の行政デジタル化と生成ＡＩ活用の現状についてお伺いします。本市では、第４次情報化基本計画の下、イベ

ント情報の集約など一定のデジタル化の成果が見られます。しかし、生成ＡＩの全庁的に活用する制度設計や端末、基盤の

最適化、そして業務改革の定常運用についてはまだ発展途上にあります。限られた人員で質の高い行政サービスを持続させ

るためには、生成ＡＩと業務プロセス改革、クラウド基盤を一体化に設計し、市民にとって分かりやすく効果が見えるデジ

タル行政を実現することが急務であると考えます。そこで、３点質問します。本市では、ＲＰＡを活用した業務効率化の取

組が一部始まっております。これまでの成果をどのように評価されているのか、また、今後はどの業務へ展開していくのか

お伺いします。また、ＢＰＲ、すなわち業務や組織を根本から見直し再構築する考え方について、本市での具体的な事例が

あればお示しください。次に、文書作成、議事録要約、住民問合せ対応など、生成ＡＩには多様なユースケースがあります。

これらを全庁的に導入する考えがあるのかお伺いします。次に、端末更新やクラウド共同ツールの統一による基盤整備は、

庁内業務の効率化に直結します。今後、端末や基盤の全庁最適化をどのように進めるのか、さらに、この取組を住民サービ

スの向上にどのように結びつけていくのかお伺いいたします。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［登壇］

私からは、１０番議員御質問の日田市の行政デジタル化と生成ＡＩの活用の状況についてお答えします。国は、デジタル化

が進む社会への対応として、令和２年１２月に自治体ＤＸ推進計画を示し、業務システムの標準化やＡＩ、ＲＰＡの利用促

進などを重点取組事項にした上で、全国の自治体に対して、業務の効率化や住民サービスの向上の取組を集中して実施する

よう求めております。大分県におきましては、令和６年２月に市町村行政ＤＸの共同目標を設定し、行政手続の電子化や、

公金収納のキャッシュレス化、公共施設のオンライン予約などの取組に、県内の全ての市町村が対応していくことなどを定

めているところでございます。本市におきましては、国や県が示すデジタル化への対応と、第６次日田市総合計画を情報政

策面から推進することを目的として、令和６年３月に第４次日田市情報化基本計画を策定し、各種の施策に取り組んでいる

ところでございます。御質問のありましたＲＰＡを活用した効率化の成果についてでございます。ＲＰＡは、人がパソコン

で行う処理をあらかじめ登録したシナリオに基づいて、自動で、連続して、誤ることなく実行することができるものであり、

業務システムへのデータの入力や大量のデータを単純作業によって処理する場合などに高い効果が期待できるものとして、

本市では令和２年度から導入を開始しているものでございます。

本市におけるＲＰＡの活用につきましては、導入以降、取組を順次拡大しているところであり、令和６年度の実績では、高

齢者への予防接種業務や、マイナンバーカード交付予約管理システムへの入力業務をはじめとして、年間で２,９７３時間分

の作業の削減につながっているなど、業務の効率化に高い効果をもたらしているものとなっております。また、令和７年度

末までに実施しなければならない自治体情報システムの標準化に対応するための業務システムの更新作業が進んでおります

ことから、当面は当該システム稼働後の業務の効率化に向けて、ＲＰＡの活用を進めなければならないものと考えておりま

す。次に、本市におけるＢＰＲの事例についてでございます。既存の業務の内容を整理し、そのプロセスを効率化の視点か

ら精査した上で、当該業務の手順を再構築する取組として、ＢＰＲ、ビジネス・プロセス・リエンジニアリングと呼ばれる

手法が、業務改善の有効な手段となっておりますことは御案内のとおりでございます。本市における事例としましては、主
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なものとして、令和２年度から３年度にかけて実施しました窓口業務等改善事業における日田市役所１階における住民異動

手続のデジタル化や、令和５年度に実施しました住家被害認定調査システム構築事業を進めるに当たり、ＢＰＲを実践した

事例などがございます。このうち、住家被害認定調査システムにつきましては、災害時に発生する罹災証明書の作成業務に

関し、必要なプロセスをデジタル技術を活用しながら再構築したもので、災害時における職員の労力を大幅に削減するとと

もに、証明書の速やかな交付につなげたもので、令和５年度のＤｉｇｉ田甲子園２０２３において、最優秀となります内閣

総理大臣賞を受賞したところでございます。市としましては、行政事務の効率化とデジタル化が求められる現状を踏まえま

して、既存の業務の単なるデジタル化を進めるのではなく、ＢＰＲの取組を並行して実施することが重要と考えております。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［登壇］

次に、生成ＡＩの活用方針と、全庁的な導入の是非についてでございます。御案内のとおり、生成ＡＩで作成された情報に

つきましては、事実に基づかない情報や、実際には存在しない情報を生成してしまうといったハルシネーションと呼ばれる

現象が懸念されますことから、住民からの問合せへの対応や、正確な情報の発信が基本となる市民向けサービスへの導入に

つきましては、慎重に取り扱うべきものと考えております。しかしながら、行政運営の効率化や住民サービスの向上には不

可欠になりつつあることも認識しておりますことから、本市におきましても、本年度中に試験的な導入ができるよう準備を

進めているところでございます。導入に当たりましては、生成ＡＩの利用に必要なプロンプトと呼ばれる指示情報を的確に

作成するための操作技術の習得などが重要となりますことから、庁内での運用ルールの策定を進めながら、職員研修なども

実施することとしております。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［登壇］

最後に、全庁的なデジタル化の体制整備等についてでございます。情報システムの導入に当たって主流となっておりますク

ラウドサービスの利用には、情報通信技術の進展に伴い、行政運営の効率化や住民サービスの向上に不可欠なものとなりつ

つあります。国が示す各種の方針におきましても、各種クラウドサービスの積極的な利用を推奨するとともに、安全に利用

するための指針が示されておりますことから、本市としましても、これらの利活用を積極的に推進する必要があると判断し

ているところでございます。このほか、情報端末上で利用する各種のソフトウエアにつきましても、通信環境を活用して提

供するサービスへとその形態が変わりつつありますことから、職員用の情報端末を更新する際には、業務の効率化や情報シ

ステム等の全体最適化を意識して対応してまいりたいと考えております。これらの取組を通じて、職員の業務を効率化した

上で、住民ニーズへの丁寧な対応に注力できる環境を整えてまいりたいと考えております。私からは以上でございます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

行政デジタル化と生成ＡＩの活用について再質問させていただきます。生成ＡＩのデメリットまで指示いただいて助かりま

した。それでも今年度、試験的に運用されるということなんですけれども、個人情報やセキュリティーへの対応として、情

報の分類、検証手順、記録方法などを含めた利用ルールとかは策定されるのか、また生成ＡＩを導入するに当たって、市と

して得意な分野があるとか、そういったことは考えているのか質問いたします。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［答弁］

セキュリティーの問題につきましては最重要の課題と考えておりまして、本市のセキュリティーポリシーに沿った生成ＡＩ

の利用ガイドラインについて、現在、策定作業を進めているという状況になっております。導入に当たっての優先分野につ

いてですけれども、先ほど登壇での答弁の繰り返しになりますが、内部事務の効率化での活用を行いながら、適用業務の範

囲を順次拡大してまいりたいと考えております。
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○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

この試験的なものが仮に使えるということになったときに、導入のスケジュールなどは考えているのか質問いたします。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［答弁］

現在、その準備段階を進めているということになっておりまして、本年１１月に生成ＡＩのセキュリティー面や利用方法に

関する職員研修を実施した後、研修を受講したものから、順次利用を開始したいと考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

研修についてちょっとお伺いしたいんですけれども、ＡＩ活用について、先ほどおっしゃられたように、プロンプト、命令

文の設計力が成果を左右すると私は個人では考えております。プログラムの知識がある方が効果的に活用できると思ってお

りますが、市としてはどのような研修を予定しているのかお伺いいたします。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［答弁］

研修の内容につきましては、現在予定しているものとして、生成ＡＩの基本的な知識と使い方を研修する内容に加え、実際

にプロンプトの書き方について、パソコンを使って学ぶ研修等も予定しているところでございます。これらは必要に応じて、

順次高度な研修にも実施していきたいというふうに考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

先ほど、ＡＩ導入は内部事務の効率向上というようにおっしゃられたんですけど、今、市が実際にやっているＲＰＡとＡＩ

を組み合わせると、先ほどおっしゃられたＢＰＲの罹災証明などが量産できると私個人では考えるんですけれども、そういっ

た効果を期待してもよろしいのでしょうか。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［答弁］

議員おっしゃるように、生成ＡＩとＲＰＡの組合せの事例というのは多数ございまして、組合せによる効果の増大というの

は大幅に見込めるものというふうに考えております。しかしながら、基本的にはＢＰＲとは、ＲＰＡや生成ＡＩといったデ

ジタルツールや外部委託など、その他の手法も活用しながら最適な業務のプロセスを再構築するものでございますので、段

階を踏むことも必要と考えております。生成ＡＩとＲＰＡを組み合わせることによって、ＢＰＲが即座に即量産できるとい

うものでもないというところも意識して進めたいと考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

ＡＩの導入に伴って、データ通信量が増加することや、ＡＩが直感的に活用できる反面、自由度が高い反面、セキュリティー

問題もあると予想されますが、その対応策はどのように講じる予定なのかお伺いいたします。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［答弁］

御指摘のとおり、ＡＩを使うことによる通信量の増加については一定程度が予想されるところではございますが、この場合

には、適宜ネットワークの設計を見直す必要がございますので、庁舎内に張り巡らしております通信環境の一部見直しが必

要になるものと考えております。一方で、セキュリティーに関しましては、職員が投入するプロンプトと呼ばれる情報につ

いて、生成ＡＩに学習をさせない設定をしておくなどのセキュリティーが必要になろうかと思いますし、クラウドサービス

としながらも、データセンターは国内のサーバーを利用するなどの基本的な要件を確認する必要があろうかというふうに思

います。このほか、本市のセキュリティーポリシーに沿った生成ＡＩ利用ガイドラインなるものを策定し、プロンプト情報

に個人情報は利用しないなどのガイドラインの内容をきちんと職員研修の中でも徹底していきたいというふうに思っており
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ます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

こういった先進的な技術というのは、取扱いがとても難しいと僕は個人では思っているところなんですけれども、情報統計

課や国が指定するＤＸ推進リーダーなど、ＤＸ人材をどのように配置する予定なのかお伺いいたします。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［答弁］

国は、令和５年１２月に人材育成確保基本方針策定指針を策定した上で、地方自治体が育成、確保を進めるデジタル人材像

を高度専門人材、ＤＸ推進リーダー、一般行政職員と明確化しております。本市では、平成１６年から各課に１名のＯＡ課

推進員を配置してきているところでございますが、これらの指針を参考に、国のＤＸ推進リーダーに当たる人材を各課１名

程度の配置の検討を進めていきたいと考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

ＩＴの分野は技術革新の速度がとても速いので、計画そのものが足かせになるような適宜機動修正する仕組み等があるのか

お伺いいたします。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［答弁］

登壇でも御説明しました令和６年３月に策定した第４次日田市情報基本計画では、基本的な方針を記載する基本計画編と、

具体的な取組を記載する年次計画編、この２編で構成されております。年次計画編におきましては、具体的な取組の進捗状

況を毎年更新しておりまして、技術革新の速いこの分野にも対応できる計画としているところでございます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

では、この生成ＡＩを試験的に導入するというのは、今年度出てきたものになりますか。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［答弁］

本年度の取組としましては、あくまでも試験的なスタートという形になります。したがいまして、来年度以降の計画の中に

は、生成ＡＩをどのように取り扱うのかも含めた計画となる予定でございます。

○１０番（崎尾亮介） ［要望］

デジタル化についてちょっと最後に御要望がございまして、既存のＲＰＡのシステムと今後のＡＩを組み合わせることによっ

て、お互いが補完しあって、すごく業務効率化が図れると思っております。業務を省力化した結果、市民サービスに直結す

るようにしていただきたいと思って、この質問は終わらせていただきます。よろしくお願いします。


